指定申請手続きについて（居宅介護支援事業所）
　花巻市、遠野市、北上市、西和賀町、奥州市、金ケ崎町、一関市及び平泉町の地域において介護保険法に基づく事業者として指定を受けたい場合は、指定申請の手続きが必要となります。

なお、指定事業者として指定を受けるためには、「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準」（平成11年３月31日厚生省令第38号）で定める人員、設備及び運営に関する基準を満たす必要があります。
また、その解釈通知として、「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について」（平成１１年老企第２２号）があります。事業を行うにあたりこれらの省令、通知についてあらかじめ確認してください。
１　申請の手続き

　(1)　事前相談
指定申請にあたっては、必ず事前に県南広域振興局にご相談ください。

　　　来庁を希望される場合は必ず電話で予約してください。

 　　＜連絡先＞

　　　　保健福祉環境部長寿社会課

　　　　電話番号：０１９７－２２－２８５０

　　　　受付時間：９時～１２時、１３時～１７時
(2)　申請に必要な書類

　　　指定申請のための書類は定められた様式により作成し、事業開始予定日の１ヶ月前までに提出してください。
　　　①　指定居宅介護支援事業者指定申請書
　　　②　申請者の定款、寄付行為等及び登記簿謄本又は条例等
③　従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表

④　管理者の経歴書

⑤　事業所の平面図

⑥　運営規程

⑦　利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

⑧　指定居宅介護支援事業に係る資産の状況

⑨　各市町村並びに他の保健医療サービス及び福祉サービス提供主体との連携の内容を記載した書類

⑩　介護支援専門員一覧（介護支援専門員登録番号等の写しを添付）
⑪　誓約書

⑫　役員名簿

⑬　介護給付費算定に係る体制等に関する届出書・体制等状況一覧表

⑭　メールアドレス（変更）連絡票

⑮　建物外観及び内部の写真

⑯　業務管理体制整備（区分変更）届

⑰　その他必要と認められる書類

(3)　審査及び指定 
　提出された申請書類をもとに①申請者が法人であること、②従業者の人員及び設備の基準を満たすこと、③その他役員等が欠格事由に該当しないこと等を審査し、適正と認められた事業所について介護サービス事業者として指定します。ただし、内容に不備や不足がある場合は、修正や追加書類の提出を求めることがあります。
　　　また、指定となった事業所に対しては指定された旨を通知するとともに、県報に登載して公示します。
　(4)　留意事項
指定の有効期間は、６年間です。それ以降も継続して事業を実施する場合は、指定の更新申請をする必要があります。
基準に従って適切な運営がされない場合や、過去に指定の取消処分を受けた場合には、指定の更新が受けられない場合があります。

人員基準違反、設備・運営基準違反など取消し事由に該当した場合は、指定の取り消しや、指定の全部又は一部の効力停止（介護報酬の請求停止や新規利用者との契約停止など）の行政処分を受ける場合があります。

２　基準の概要
(1)　基本方針 

ア　事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように配慮して行われるものであること。 

イ　利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われるものであること。 

ウ　利用者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類又は特定の居宅サービス事業者に不当に偏することのないよう、公正中立に行われること。 

エ　事業の運営に当たっては、市町、地域包括支援センター、老人介護支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、指定介護予防支援事業者及び介護保険施設等との連携に努めること。
(2)　人員に関する基準

ア　従業者
常勤の介護支援専門員が１人以上配置すること。

介護支援専門員１人当たりの利用者予定者数が35人未満となること。
　イ　管理者
常勤専従の介護支援専門員であること。

ただし、次の場合は、この限りでない。

①　当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の職務に従事する場合

②　同一敷地内にある他の事業所の職務に従事する場合であって、当該指定居宅介護支援事業所の管理に支障がない場合
　(3)　設備に関する基準　　　
ア　専用の事務室又は区画
①　事業運営のために必要な面積を有する専用の事務室を設けること。
②　他の事業と同一の事務室であっても、業務に支障がなく、それぞれの事業を行うための区画が明確に特定されていれば差し支えない。
イ　相談、サービス担当者会議等に対応するためのスペース
①　相談、サービス担当者会議等に対応するためのスペースを確保すること（共用可）。
②　相談のためのスペース等は、利用者が直接出入りできるなど利用しやすい構造とすること。
ウ　設備及び備品
指定居宅介護支援に必要な設備及び備品等を備えること。
（電話、ファックス、パソコン、個人情報が管理できるキャビネットなど）
エ　その他
事前相談の際に事業所の平面図をご持参ください。
　(4)　運営に関する基準

ア　内容・手続の説明と同意
あらかじめ利用申込者又は家族に運営規程の概要等サービス選択に関係する重要事項を文書で説明し、同意を得てからサービス提供を開始する。
イ　提供拒否の禁止
正当な理由なくサービス提供を拒んではならない。
ウ　サービス提供困難時の対応
事業実施地域等の関係で適切な提供が困難な場合、他事業者の紹介等を行う。
エ　受給資格等の確認
被保険者証により被保険者資格、認定の有無、有効期間を確認する。
オ　要介護認定の申請の援助
認定申請について利用申込者の意思をふまえ必要な協力を行い、認定申請を行っていない利用申込者の申請を援助する。
カ　身分を証する書類の携行
介護支援専門員は介護支援専門員証を携行し、初回訪問時等に利用者・家族に提示する。
キ　利用料等の受領
①　償還払いの場合の利用料と介護報酬により算定した額との間に、不合理な差異を設けない。
②　通常の事業の実施地域を越える場合は、交通費の支払いを受けられる。
ク　保険給付の償還請求の証明書の交付
現物給付とならない利用料支払いを受けた場合、利用料の額等を記載した指定居宅介護支援提供証明書を利用者に交付する。
ケ　法定代理受領サービスに関する報告
市町村・国保連に、居宅サービス計画に位置付けられている法定代理受領サービスや基準該当居宅サービスに関する情報を文書で報告する。
コ　利用者への居宅サービス計画等の書類の交付

利用者が他の居宅介護支援事業者の利用を希望する場合等や要介護認定をうけている利用者が要支援認定を受けた場合に、直近の居宅サービス計画等の書類を利用者に交付する。

サ　利用者に関する市町村への通知

利用者が正当な理由なく指示に従わず、要介護状態等の程度を悪化させた時や不正な受給がある時等は、意見を付け市町村に通知する。

シ　掲示

　　事業所の見やすい場所に運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体制その他利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。

ス　秘密の保持

　　正当な理由がなく、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。

セ　居宅サービス事業者からの利益収受の禁止等

①　事業者及び管理者は、介護支援専門員に対して特定事業者等によるサービスを位置付けるべき旨の指示等を行ってはならない。

②　特定事業者等のサービス利用の対償として、その特定事業者から金品等を受けとってはならない。

ソ　苦情処理

①　利用者・家族からの苦情に迅速・適切に対応し、内容等を記録する。

②　市町村からの文書提出等の求めに応じ、その指導・助言に従って必要な改善を行い、求めがあった場合に改善内容を報告する。

③　居宅サービス計画に位置付けた居宅サービスについて利用者が国保連に苦情の申立てを行う場合、利用者に対して必要な援助を行う。

④　苦情に関する国保連の調査に協力し、その指導・助言に従って必要な改善を行い、求めがあった場合に改善内容を報告する。

　　タ　事故発生時の対応

　　　①　事故発生時には、速やかに市町村、利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じ、記録しなければならない。
　　　②　損害賠償を速やかに行わなければならない。
チ　会計の区分
事業所ごとに経理を区分し、他事業との会計とも区分しなければならない。
　　ツ　記録の整備 

　　　　従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録並びに利用者に対するサービス提供の記
録を完結の日（契約終了）から２年間保存する。
